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この国の政治に一本、精神的主
しゅ

柱
ちゅう

を立てたい。

これが私のかねてからの願いである。

精神的主柱がなければ、国家は漂流し、

無
む

告
こく

の民は、不幸のどん底へと突き落とされる。

この国の国民の未来を照らす光となりたい。

暗黒の夜に、不安におののいている世界の人々への、

灯台の光となりたい。

国を豊かにし、邪悪なるものに負けない、

不滅の正義をうち立てたい。

人々を真なる幸福の実現へと導いていきたい。

この国に生まれ、この時代に生まれてよかったと、

人々が心の底から喜べるような世界を創りたい。

ユートピア創りの戦いは、まだ始まったばかりである。

しかし、この戦いに終わりはない。

果てしない未来へ、はるかなる無限遠点を目指して、

私たちの戦いは続いていくだろう。

幸福実現党の目指すもの

幸福実現党創立者 兼 総裁

大川隆法
Ryuho Okawa
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愛してるから、黙ってられない。

政治の原点は、「国民の幸福の実現」です。
国民の声にきちんと耳を傾け、幸福を具現化していく―。
国家の発展ビジョンを掲げ、日本を正しい方向へと先導していく―。
それが政治の使命だと考えます。
幸福実現党も、そのような使命を担いたいという情熱によって旗上げされました。

現在の政治を見るにつけて、
“なぜ”という思いが心の底からこみ上げてきます。

北朝鮮や中国が軍事的な脅威として、日本の眼前に現れているというのに、
“なぜ”憲法９条の改正や防衛力の強化から、目を背けてきたのでしょうか。

一昨年春の消費増税以降、「このままでは会社がつぶれます」
「このままでは生活できません」という悲鳴が上がっているにもかかわらず、
“なぜ”中止ではなく、二度にわたり延期してまでも、
再増税に踏み切ろうとするのでしょうか。

「政府の借金が1000兆円を超えた」と言って、国民に負担を押し付けているのに、
“なぜ”既存の政治家は、保身のための「バラマキ政治」を続けるのでしょうか。

さらには、「慰安婦の強制連行」や「南京大虐殺」が歴史の捏造と知りながら、
“なぜ”日本政府は、近隣国に謝罪し続けているのでしょうか。

私は、日本を愛してるから、黙ってられない―。

幸福実現党は、すべての人が「この国に生まれてよかった」と
心の底から喜べる時代をつくるために、「123の政策」を掲げます。

日本の平和を守るために、憲法９条の改正はもちろん、
核装備も含めた抑止力強化を訴えます。
日本の自信を取り戻すために、
自虐史観談話の撤回と、
正しい歴史認識の発信を求めます。

「監視社会」と「重税国家」につながる
マイナンバー制度の見直しを主導します。
減税と自助を基礎とした「自由の大国」を目指し、
日本経済を再び成長軌道に乗せます。

本冊子を通して、幸福実現党の
国家理念と政策に
ご理解をいただければ幸いです。

第１部 第2部

2016年参院選主要政策　目次
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国防強化 経済成長
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●日本を取り巻く安全保障環境は悪化の一途をたどっています。北朝鮮は  “水爆”実験に続き、 
長距離弾道ミサイル発射を強行するなど、軍事技術が向上していると見られています。ま
た、 急速な軍備拡張※を図り、海洋進出の動きを強める中国は、日本を射程に収める核ミサ 
イルを多数配備する「核大国」です。
※ 中国の2016年度国防費は公表分だけで約9543.5億元（約16.7兆
円）であり、1988年度（215億元）から28年間で約44倍に増大。

●北朝鮮が国際社会に対する挑発行動をエスカ
レートさせ、中国が覇権主義にひた走るなか、
日本は、近隣の全体主義国家から核を使って
恫喝される事態も想定しなければなりません。
日本への侵略行為を思いとどまらせるための 
抑止力の強化が急務です。

核装備も含め、
抑止力を抜本強化します！

危機に立つ日本

高い経済成長を達成し、
GDP1500兆円を実現します！

●低成長が長引くなか、安倍政権は、現在約500兆
円の名目国内総生産（GDP）を2020年頃に600兆
円に増やす目標を掲げています。しかし、デフレ圧
力をもたらす消費増税の実施や世界経済の減速で、
日本経済の後退懸念が強まっているのが実情です。

●主要国が経済成長を続けるにもかかわらず、日本経
済の足踏みが続いているのは、政府の失策が原因
です。高い経済成長の達成に向けた、実効ある政
策の遂行により、日本はもっと繁栄できるのです。

日本をもう一度、高度成長へ

憲法９条を改正し、
防衛軍を組織。
それまでの間は、 
憲法解釈の変更により 

「侵略国家は９条の 
適用対象外」とし、
有事への備えを万全に。

防衛予算の倍増
で防衛装備などを
充実強化。

「国防債」を発行。
民間資金も使った
国防強化は
景気対策にも寄与。

将来的には
消費税を廃止。
所得税、法人税を低税 
率（10％程度）のフラット・ 
タックス（一律課税）に。
世界の富裕層や 
富の流入を促す。

東京－大阪間のリニア開通を
国家プロジェクトとして大幅に前倒し。
リニア新幹線、高速道路網、航空交通網など
の整備で、ヒト・モノ・カネの動きを活性化。

日銀に２～３％程度
のインフレ目標の
達成を求めるとともに、
それに向けた 
金融緩和の継続を支持

（なお、マイナス金利政策には
反対）。

ジョブ・クリエーション
（新しい仕事の創造）を促す 
経済政策を実行。徹底的な 
規制緩和や大胆な減税により、 
個人や民間の自由な経済活動を
活性化するほか、新たな基幹
産業となり得る分野に大胆投資。

実効性ある成長戦略の実施により、
実質３％・名目５％以上の
経済成長を達成。2030年代の
GDP1500兆円実現を目指す。

集団的自衛権の行使容認
は当然（全面的な行使を容認）。 
日米同盟を基軸としつつ、 
国際的な防衛協力体制を構築。

非核三原則を見直し、
米国による核の持ち込みを
容認するとともに、
自衛のための核装備を進める。

幸福実現党は
こうします！

幸福実現党は
こうします！

（1990 = 100　15以降は速報・推計）
各国の名目GDPの推移 

IMFホームページに基づき作成

中国の国防費
2016年は予算ベース　防衛省資料に基づき作成
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幸福実現党は
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ドイツ
共通番号は「人格権の
侵害」として違憲とさ
れ、導入されていない。

韓国
サイバー攻撃などに
よる個人情報の大量
流出が相次ぎ、政府
が身分証明書からの
共通番号削除などを
検討している。

米国
「なりすまし」によって年
間数兆円の被害が出て
おり、近年、国防総省
が独自の番号制度を導
入したほか、高齢者医
療保険制度に関しても
分野別番号への見直し
が始まっている。

英国
自由の侵害の懸念から
「国民ＩＤカード」を廃止。

60
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兆円
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45

40 消費税導入
３％

消費税増税
３％→５％ 消費税増税

5％→8％
?

実線部分は財務省の資料に基づき作成
14年度までは決算、15年度は補正後予算、16年度は予算一般会計税収の推移

1989年の消費税導入や97年の増税により、
景気は後退。法人税や所得税が減収に転じ、
結果として、トータルでの税収は大幅に減少。

3 4愛してるから、黙ってられない。愛してるから、黙ってられない。

マイナンバー消費増税の中止
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●安倍政権は、「３本の矢」と称する金融緩和や財政政策、成長戦略の政策パッケージに 
よって、デフレから脱却し、富の拡大を図ろうとしていました。アベノミクスの考え方は、2009年
の立党以来、幸福実現党が訴えてきた経済政策と方向性を同じくします。

●このシナリオを破綻させたのが、一昨年春の消費増税です。景気回復への兆しが見えたのも
つかの間、５％から８％への税率引き上げが、国内総生産（GDP）の6割を占める個人消費の
冷え込みをもたらし、景気失速を招きました。 10％への再増税を延期したところで、景気への
大きな効果は見込めません。再増税を中止するとともに、５％への減税を断行すべきです。

●「財政再建のためには増税やむなし」との主
張もありますが、政府の借金を1000兆円以
上に膨張させた大きな責任は、歴代の自民
党政権にあります。失政のツケを国民に負わ
せるのは理不尽極まりなく、政府・自民党は
経済財政運営の失敗を認めるべきです。

消費減税はじめ、
徹底的な減税を断行します！

増税は延期ではなく、中止・減税 マイナンバーで「監視社会」が来る
●個人番号を国民に割り当て、行政機関が

社会保障や税、災害対策の３分野で情報
を管理するマイナンバー制度。利便性向
上などをうたい文句に、政府はその適用
範囲を徐々に広げようとしています※。その
先に待つのは、「資産課税の強化」であり、
所得や資産から個人の医療情報、趣味
嗜好などに至るまで、国が把握・管理する
「監視社会」にほかなりません。また、マ
イナンバーでは、多くの個人情報が一元化
されるだけに、情報漏洩による被害は甚大
なものとなります。実際、同様の制度を導
入したものの、制度見直しを進めている国
もあります。
※ 2016年からの運用開始を待たず、15年9月に成立した改正マイナンバー法により利用範囲が拡大。 
18年以降、預貯金口座にも任意で個人番号が適用されることとなった。

●個人情報を共通番号で一元化し、管理しようとする発想は、北朝鮮のような社会主義、全体
主義につながります。自由を守るために、共通番号であるマイナンバー制度は見直すべきであ
り、当面、マイナンバーカードの普及に向けた政府による利用拡大を阻止することが必要です。

マイナンバーを見直して、
みんなの自由を守ります！

消費税の再増税中止・
消費税率の５％への引き下げを実施。
家計負担を減らすとともに、日本経済の活力を高める。

増税は誤り。減税により
個人や民間の自由を拡大。
日本経済の活性化を促し、
税収の自然増を図る。

（高い経済成長の達成と併せて、
「生涯現役社会」の構築などに
よる歳出抑制も図り、30年間
で累積財政赤字解消を目指す）。

適用範囲の拡大を中止するとともに、
分野別番号への移行を推進。

マイナンバー制度の廃止を含めた
抜本的な見直しを実施。

共通番号の海外事情は？

「安い税金」の
実現に向けて、
低水準かつ簡素な
税体系の整備を進める。

法人税（実効税率）を20％
程度に大幅引き下げ。
日本の立地競争力を向上。
法人実効税率の各国比較　日本＝29.97％、 
ドイツ＝29.72％、韓国＝24.20％、 
英国＝20.00％、シンガポール＝17.00％（ ）



　わが国は、かつて「河野談話」（ 一九九三年）「村山談話」

（ 一九九五年）を日本国政府の見解として発表したが、これは歴

史的事実として証拠のない風評を公式見解としたものである。その 

結果、先の大東亜戦争で亡くなられた約三百万人の英霊とその 

遺族に対し、由 し々き罪悪感と戦後に生きたわが国、国民に対して、

いわれなき自虐史観を押しつけ、この国の歴史認識を大きく誤ら

せたことを、政府としてここに公式に反省する。

　先の大東亜戦争は、欧米列強から、アジアの植民地を解放し、

白人優位の人種差別政策を打ち砕くとともに、わが国の正当な自

衛権の行使としてなされたものである。政府として今一歩力及ばず、

原爆を使用したアメリカ合衆国に敗れはしたものの、アジアの同

胞を解放するための聖戦として、日本の神々の熱き思いの一部

を実現せしものと考える。

　日本は今後、いかなる国であれ、不当な侵略主義により、他国

を侵略・植民地化させないための平和と正義の守護神となること

をここに誓う。国防軍を創設して、ひとり自国の平和のみならず、

世界の恒久平和のために尽くすことを希望する。なお、本談話に

より、先の「河野談話」「村山談話」は、遡
さかのぼ

って無効であることを

宣言する。

平成二十五年　八月十五日

―私案―大川談話
（安倍総理参考）

幸福実現党は
こうします！

5愛してるから、黙ってられない。

歴史認識
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自虐史観を払拭し、
日本人に自信と誇りを

●「南京大虐殺」や「慰安婦の強制連行」は、日本をおとしめる意図に基づく歴史の捏造に 
ほかなりません※。「慰安婦の強制連行」が虚構であることが明らかとなるなか、近隣国は 
「女性の人権問題」にすり替え、国際社会を舞台に「日本は犯罪国家である」という反日宣 
伝に努めています。正しい歴史認識に基づく日本の立場を鮮明にしなければ、わが国の名誉
は毀損され続けることになります。
※ 中国は、1937年12月に南京を占領した旧日本軍が30万人を虐殺したと主張しているが、当時の南京市民は20万人であり、そのほとんどが「安
全区」に避難していたことから、主張通りの「大虐殺」は不可能。「慰安婦の強制連行」に関しては、日本政府の調査でこれを裏付ける資料は見つかって
いない。また、2014年8月には、朝日新聞が慰安婦問題を巡る報道について、故・吉田清治氏の「慰安婦狩り」証言を虚偽と認め、記事を取り消した。

●先の大戦は、日本の正当な自衛権の行使としてなされたものであり、欧米列強による植民
地支配からアジアの同胞を救い出し、人種差別政策を打ち砕くという大義がありました。戦
後、GHQにより刷り込まれた「戦前・戦中の日本=悪」という自虐史観を払拭し、自国に自
信と誇りを取り戻すとともに、外交力を強化して近隣国の反日宣伝に断固対抗すべきです。

●自虐史観は改憲や国防の足かせです。この歴史認識が支配的な限り、国防強化には、「軍
国主義の復活」との懸念がついて回ります。わが国を守り抜くためにも、歴史認識の見直しを
急がねばなりません。

歴史認識を巡る日本の名誉を
完全に回復します！

※ 安倍首相は「戦後70年談話」で村山談話など
の歴史認識を踏襲し、「侵略」「植民地支配」の文
言を盛り込んだほか、「痛切な反省」「心からのお
詫び」を表明。自虐史観から抜け出ていないため、
幸福実現党は同談話の撤回を求めている。

自虐史観に基づく河野・村山・
安倍談話※を白紙撤回。

対外的な
情報発信力を
強化して、
国際社会に対して
公正な歴史認識の
共有を強力に
働きかける。

慰安婦問題を巡る
日韓合意を見直す。

「大川談話－私案－」に
基づく公式談話を発出し、
日本の誇りを回復。



大川隆法

前 文 われら日本国国民は、神仏の心を
心とし、日本と地球すべての平和と
発展・繁栄を目指し、神の子、仏
の子としての本質を人間の尊厳の
根拠と定め、ここに新・日本国憲法
を制定する。

第一条 国民は、和を以て尊しとなし、争う
ことなきを旨とせよ。また、世界平
和実現のため、積極的にその建設
に努力せよ。

第二条 信教の自由は、何人に対してもこれ
を保障する。

第三条 行政は、国民投票による大統領制
により執行される。大統領の選出
法及び任期は、法律によってこれを 
定める。

第四条 大統領は国家の元首であり、国家
防衛の最高責任者でもある。大統
領は大臣を任免できる。

第五条 国民の生命・安全・財産を護るた
め、陸軍・海軍・空軍よりなる防衛
軍を組織する。また、国内の治安
は警察がこれにあたる。

第六条 大統領令以外の法律は、国民に 
よって選ばれた国会議員によって構
成される国会が制定する。国会の
定員及び任期、構成は、法律に委
ねられる。

第七条 大統領令と国会による法律が矛盾
した場合は、最高裁長官がこれを
仲裁する。二週間以内に結論が出
ない場合は、大統領令が優先する。

第八条 裁判所は三審制により成立するが、
最高裁長官は、法律の専門知識を
有する者の中から、徳望のある者
を国民が選出する。

第九条 公務員は能力に応じて登用し、実
績に応じてその報酬を定める。公
務員は、国家を支える使命を有し、
国民への奉仕をその旨とする。

第十条 国民には機会の平等と、法律に反
しない範囲でのあらゆる自由を保障
する。

第十一条 国家は常に、小さな政府、安い税
金を目指し、国民の政治参加の自
由を保障しなくてはならない。

第十二条 マスコミはその権力を濫用してはな
らず、常に良心と国民に対して、責
任を負う。

第十三条 地方自治は尊重するが、国家への
責務を忘れてはならない。

第十四条 天皇制その他の文化的伝統は尊 
重する。しかし、その権能、及び
内容は、行政、立法、司法の三権
の独立をそこなわない範囲で、法
律でこれを定める。

第十五条 本憲法により、旧憲法を廃止する。
本憲法は大統領の同意のもと、国
会の総議員の過半数以上の提案
を経て、国民投票で改正される。

第十六条 本憲法に規定なきことは、大統領
令もしくは、国会による法律により 
定められる。

以上

新・日本国憲法 試案
 2009年6月15日

戦後の各国の憲法改正回数
出典：国立国会図書館調査及び立法考査局憲法課

『諸外国における戦後の憲法改正【第4 版】』

（1945年の第二次世界大戦終結から2014年3月まで）

幸福実現党は
こうします！

ドイツ

59回
フランス

27回※

米国

6回

※新憲法制定を含む

中国

9回※

  韓国

9回※

6愛してるから、黙ってられない。

憲法改正

12 　幸福実現党  2016年 主要政策

憲法守ると国滅ぶ
●日本国憲法の公布から70年。日本を取り巻く情勢が激変するなか、憲法前文にあるような、 

日本国民の安全と生存を他国民の善意に委ねる「空想的平和主義」に浸り続ければ、国家
存立は危うくなるばかりです。そもそも、現行憲法は
GHQによる「押し付け憲法」であって、決して「日本
国民の総意」に基づくものではありません。

●また、憲法9条を素直に読む限り、自衛隊を合憲と 
する解釈には無理があります。憲法の「ウソ」をなく 
し、9条改正により、誇りある主権国家として、国民
の生命・安全・財産を守り抜けるようにしなければな
りません。

●憲法は国のかたちを規定する最高法規です。日本人 
自らの手で憲法を創り直すことで、「戦後」に終止
符を打ち、真の独立国家としての体制を整備すべき
と考えます。国政選挙では、9条改正をはじめとする
憲法改正を争点とし、政策論争を行うべきです。

憲法を改正し、真の主権国家
としての新生を図ります！

2009年6月に発表した
「新・日本国憲法 試案」を
ベースとする憲法改正を目指す。

大統領制の導入で、国のトップの
強いリーダーシップを確立。

憲法9条を改正し、防衛軍を組織。
「大きな政府・高い税金」ではなく、
「小さな政府・安い税金」を実現。



ver0nicka / Shutterstock.com

87 愛してるから、黙ってられない。愛してるから、黙ってられない。

外交 原発
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原発なければ日本は危うい
●国民生活・産業を守るには、安価で安定

的な電力供給の確保は欠かせません。原
発停止により火力発電がフル稼働していま
すが、燃料輸入の増加を受け、電気料
金の値上がりによる家計・企業の負担増
や、国富の国外流出を招いています。

●中国は南シナ海で人工島造成など軍事拠点化を進めていますが、同海域の制海権を中国が
押さえるような事態となれば、シーレーン（海上輸送路）を確保できず、日本として生殺与奪の
権を握られることになりかねません。また、太陽光や風力などの再生可能エネルギーは基幹エ
ネルギーになり得ず、エネルギー自給率 6％の日本にとって、原発は必要不可欠です。

●新興国では旺盛なエネルギー需要を賄うべく、原発建設が進められています。安全性に疑問
符がつく中国製原発が市場を席巻すれば、原発事故の危険性は増すばかりです。世界最先
端の原発技術は、日本の国力の一つであり、福島原発事故から得た教訓をもとに、原発の安
全性を一層高めることで、世界の人々の生活水準向上に貢献すべきです。

安全性が確認された原発は
速やかに再稼働。

原発から出た使用済み核燃料の全量再処理を進め、
核燃料サイクルの確立を目指すとともに、
高速増殖炉の実用化を図る。

高レベル放射性廃棄物の
地層処分に向けた検討を進めるとともに、
核物質を消滅する核変換技術などの開発を推進。

日本の優れた原子力技術を
海外に積極的に輸出。
世界のエネルギー供給と
原発の安全性向上に寄与。

「一国平和主義」は
もはや通用しない

●紛争・戦争や国際テロ、飢餓・貧困など、難題が山積する
国際社会 ― 。米国の退潮に伴い世界は多極化し、混迷
の度を増しています。また、唯物主義の独裁国家が地域の平
和・安全を脅かす事態も発生しています。これらの問題に対し、
日本も無関心でいることは許されません。

世界の平和と正義の
実現に向けた外交を展開します！

日米同盟を基軸としつつ、各国との連携を強化。
アジア太平洋地域の平和・繁栄の実現に向けて、
対中抑止を図るとともに、中国や北朝鮮の
民主化・自由化を促すための外交を展開。

寛容で多様な宗教観を
生かしながら、
宗教・宗派や国家間の
対立を乗り越えるための

「真の国際的正義」を示し、
特に「キリスト教圏」対

「イスラム教圏」の戦いに
終止符を打つことが
できるよう、外交努力を展開。

「イスラム国」（IS）拡大の一つの要因として、
シリアやイラクでのスンニ派に対する弾圧が
挙げられることから、スンニ派に
自治権を与えるよう国際社会に提起するなど、
日本が調停役を果たす。

●宗教・宗派間や民族間の対立が大きな問題となるなか、寛容で
多様な宗教観を持った日本が、「地球的正義」を掲げつつ、賢明
な外交努力を展開するならば、世界の平和構築に大きな貢献が
できると考えます。

幸福実現党は
こうします！

原発を推進し、
日本と世界のエネルギーを守ります！

幸福実現党は
こうします！

英国

57.6％

ドイツ

37.9％ カナダ

171.8％

米国

86.0％

韓国

16.5％

日本

6.1％
オーストラリア

266.3％

フランス

53.8％

各国の一次エネルギー自給率（2013年）
資源エネルギー庁の資料に基づき作成



1970

9.8人 2.3人 1.3人

2015 2050
65歳
以上人口

15～64歳人口

年

高校生までに
宗教文化を

しっかり学ぶべき

宗教に関心がある 死後の世界を信じる

霊魂を信じる

73.5%

53.8% 55.3%

58.8%
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教育 社会保障
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正しい人生観に基づく教育
●教育現場は、深刻ないじめ問題を抱えるなど荒廃し

ています。また、公教育に学力向上は任せられず、
塾通いによる教育費が家計にのしかかっています。

●子供が安心して学校に通えるよう、いじめ対策を強
化するとともに、学校教育に宗教的バックボーンを入
れ、善悪の価値観、自助努力の精神、愛や寛容
の心を教えるべきです。さらに、どのような家庭環境
にあっても、質の高い教育が受けられるよう、公教
育の復権を図らねばなりません。そのため、国家統
制型の教育を改めて教育の自由化を進め、公教育
や私学、塾などの切磋琢磨による教育界全体の底
上げを促すべきです。

教育のあり方を新生し、数多くの
素晴らしい人材を輩出します！

「老後は安心」に騙されるな
●少子高齢化の急速な進展で、年金や医療、介護など社会

保障の財政基盤は揺らいでいます。年金制度について、か
つて政府は「100年安心」を喧伝しましたが、「安心」どころ
か、このまま行けば「破綻必至」です。また、今後増大す
る社会保障費をすべて消費税で賄おうとすれば、大増税は
避けられません。社会保障のあり方を抜本的に見直し、「自
助努力の精神」を基調とする制度への移行を図るべきです。

●平均寿命の伸長に応じて、「生涯現役社会」を構築するとともに、年金の支給開始年齢を 
段階的に引き上げるべきです。そのためには、景気回復による雇用拡大を前提に、高齢者が
働き続けられる環境を整備する必要があります。家族の支え合いを支援する制度設計も肝要
です。

●現行年金制度が維持困難な場合には、セーフティネットを整備しつつ、破綻処理を行い、制
度の整理・縮小と併せて、積立方式による新たな年金制度構築などを検討すべきです。

自助と家族の支え合いによる
老後の幸福を支援します！宗教教育により、

志高く、
騎士道精神に
満ちた若者を輩出。

教育の自由化を推進。
塾を学校として認めるなど、
多様な教育を可能に。

教員や教育内容の
質を向上させ、
塾に頼らない学校を実現。
家庭の教育費を軽減。

いじめ対策を強化。
いじめを放置・隠ぺい
するなどした教員や
学校への罰則を設ける。

「特別の教科 道徳」の意義ある実施に向け、
宗教的情操教育も含めた
多様な価値観を学べるよう学習指導要領、
教員養成プログラムの充実を図る。

75歳ぐらいまで生きがいを
持って働き続けられる

「生涯現役社会」
を構築。公的年金の
支給開始年齢を段階的に
引き上げるとともに、
高齢者の就業・起業を支援。

相続税・贈与税や、
遺留分制度の廃止、
多世代同居の後押しで
家族の結びつきを強化。

現行年金制度の
維持が困難な
場合には
破綻処理を実施。

弱者救済のための
セーフティネットを整備。

高齢者１人を支える現役世代の人数
内閣府「平成27年版 高齢社会白書」に基づき作成

幸福実現党は
こうします！

幸福実現党は
こうします！

大学生の宗教への関心
出典：「國學院大学研究開発推進機構 第11回 学生宗教意識調査（2012年）」

積立方式の新たな
公的年金も検討。



幸福実現党は
こうします！

幸福実現党は
こうします！
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女性の活躍 若者政策
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若者が希望を持てない国に
未来はない

●閉塞感が漂い、先行きに展望が開けない日本社会。雇用や将来に対する不安など、若者を
取り巻く「いま」は、極めて厳しいのが実情です。

●日本の未来を担うのは若い世代です。経済成長を実現するとと 
もに、若者層への投資を「日本の未来への投資」と見なし、人生
設計をサポートする環境整備を進めるべきです。

減税政策などで
景気を回復。
自由に使えるお金

（可処分所得）を増やし、
若者の生活を応援。

景気回復により仕事を増やすことで、
非正規雇用を減らして、若者の雇用に対する不安を除去。
また、新たな基幹産業、未来産業となり得る分野に
大胆に投資し、雇用のさらなる創出を促して、
夢を追いかける若者を応援。

民間の活力を妨げる
規制を徹底的に見直し。
携帯電話事業の競争環境整備による
携帯料金の値下げや、住宅規制を見直して
住みやすい家賃水準を実現。

結婚・子育てを応援する環境整備
に向けて、出産育児一時金や第2子以降の
児童手当の拡充などを検討。

高等教育に関する
奨学金制度の拡充などを進め、
チャンスの平等を広げて
誰もがチャレンジできる社会を推進。

女性の「多様」な幸福を
●政府は「女性活躍推進」を成長戦略の柱の一つに掲げ、管理職比率や就業率などを指標

として、女性が就業しやすい環境を整備しようとしています。

●経済成長のためには女性就労の推進はもちろん重
要です。しかし、女性の活躍の場はもっと多様で
あってよいはずです。仕事で自己実現をしたい人、
家庭で子育てをしたい人、ボランティアで社会に貢
献したい人など、それぞれの希望に沿った活躍を
可能とする社会を目指すべきと考えます。

様々な場で女性がいきいきと
活躍できる社会を実現します！

現政権の掲げる「2020年までに
女性管理職比率30％」など、
数量的・配分的な手法ではなく、
機会の平等を確保する
環境整備を進めることで、
女性の活躍を後押し。

仕事と家庭の両立を支援。
保育分野の規制緩和などを進め、
待機児童問題を解消。

子供を安心して産み育てられる
環境をつくるため、
住宅や交通などの
社会インフラの充実を図る。ベビーシッターや家政婦などを

雇いやすくするため
税制上の支援を行うほか、
ロボット開発を推進し、
家事や介護の負担を軽減。

経済成長により所得の増加を実現。
専業主婦として子育てに専念したい
女性の生き方も応援。

起業ファンドの創設を含め、
若者のベンチャー・ビジネス支援を
拡充。
若手起業家の輩出を奨励。

若者の夢を
徹底的に応援します！



民進党の
政策は？

こんなに違う！

幸福実現党 政府・自民党

13愛してるから、  黙ってられない。
政党、政治家の人生観・世界観
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国民の真なる幸福の実現に向け、 
一貫した政策を主張

各政党や政治家は、目指している「幸福」の定義や国家ビジョン、 
その根本にある人生観や世界観を明らかにすべきではないでしょ 
うか。有権者にとって、選挙で政党や政治家を選択する際の重要 
な判断基準となるはずです。

真なる幸福の実現へ
●北朝鮮による核・ミサイル開発や拉致問題、中国の軍事的膨張、日本経済に致命的なダメー

ジを与える消費増税、さらには歴史認識を巡る近隣国による反日宣伝など、内外政ともにわが
国を取り巻く情勢は混迷を深めています。ビジョン不在の政治運営では、難局打開はとても図
れません。

●そもそも政治家は、「国民の幸福」のために仕事をしているはずです。しかし、各政党や政治
家がどのような「幸福」を目指しているのか、有権者にはほとんど知られていません。

●政治家の考える「幸福」や、その実現のために採用する「政策」は、それぞれの持つ人生観
や世界観などの「哲学」から導き出されます。 例えば、人間を単なるモノであって、この地上
に偶然に投げ出された存在と見るならば、究極的には、個人の努力に積極的な価値は見いだ
せないでしょう。その場合、公的部門へ依存した生活の実現を「国民の幸福」と見て、国家
介入の拡大につながる政策が是とされるかもしれません。

政党、政治家の目指す「幸福」とは

「人生観・世界観」を政治家を選ぶ基準に

●幸福実現党が具体化を目指す「幸福」とは、「この世とあの世を貫く幸福」です。「人間は精
神的な存在であり、この地上でさまざまな経験を通じてつかんだ学びを持って、あの世に還
る」という霊的人生観に立脚し、この地上をユートピアとするための政策遂行を提唱しています。

●幸福実現党の政策の基本方針としては、国民の生命・安全を守り抜くとともに、他国に悪を犯
させないための「国防強化」や、国民一人ひとりの個性や才能を開花させ、国力を最大化す
る「経済成長」を掲げるほか、“努力こそが幸福”と考え、過度の社会保障やバラマキ型の政
策は採るべきではないなどと訴えています。

民主党と維新の党が合併した民進党。安保法廃止を訴え、共産党などとの選挙協力を行うほか、
所得税・相続税の累進課税や金融課税の強化、保育士給与の月額5万円引き上げなど
を主張しています。「国防軽視」「増税志向」「バラマキ重視」は明らかです。

幸福実現党
の提案

党利党略優先
選挙優先のポピュリズム政治

自民党は政権維持に汲々とするあまり、選挙目当ての場当たり的な対応が目立ち、その政策に
も一貫性がありません。また、野党は理念・政策不在の数合わせに走っています。一方、幸福
実現党は、「幸福」の具体化に向けて、根本的な解決策をブレることなく提案し続けています。

幸福実現党 VS. 政府・自民党

「小さな政府」で自由を創設 政治手法 「大きな政府」で民間に介入・統制強化

９条改正は急務 憲法改正 緊急事態条項などから改正 ?

一貫して必要性を主張 米軍普天間基地
の辺野古移設

「唯一の選択肢」としながらも、 
沖縄との和解受け入れ・工事中断

防衛費を倍増
集団的自衛権の全面的な行使に向けた法整備

核装備を進める
国防

防衛費は微増
集団的自衛権の限定的な行使

河野・村山・安倍談話の撤回
慰安婦の強制連行は事実無根 歴史認識

安倍談話で過去の談話を継承し、謝罪
慰安婦問題では日韓合意で韓国に10億円の拠出などを決定

消費税の再増税中止・５％への引き下げ実施
将来的には消費税廃止　相続税や贈与税を廃止

税制 ８％への消費増税実施、１０％への引き上げ延期
所得税や相続税の最高税率引き上げ

規制緩和や減税を推進
実効ある成長戦略で実質3％・ 
名目5％超の成長を実現

GDP1500兆円を目指す

経済政策

3万円の給付金などのバラマキ
アベノミクスでもマイナス成長を記録
20年以上にわたる低成長
GDP600兆円を目指す

高い経済成長の達成と併せて、 
「生涯現役社会」構築による歳出削減により、 

30年間で財政赤字を解消
財政赤字

1000兆円超の財政赤字 
財政健全化目標を掲げるが、 
バラマキ政治で財政赤字が拡大

長期的な未来ビジョンの下、高付加価値の 
未来産業（航空・宇宙、防衛、ロボット、新エネルギー開発）の 

育成や、リニア新幹線の早期実現などの交通革命に投資
公共投資 インフラの老朽化整備や災害復旧事業など 

場当たり的な公共事業が目立つ

一貫して安全性の確認された原発の 
早期再稼働を主張 原発再稼働 2012年の衆院選では「脱原発依存」

政権復帰後は再稼働を推進
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123

Ⅰ 国防・外交
「自分の国は自分で守る」当たり前の国家へ

 軍事的に膨張する中国、核ミサイル保有を急ぐ北朝鮮など、日本を取
り巻く安全保障環境は厳しさを増しています。こうしたなか、幸福実現党
は国家・国民を守り抜くために、日米同盟を強化しつつ、「自分の国は自
分で守る」を基本とした「自主的で強靭な防衛力」の構築に取り組みま
す。また、アジア太平洋地域の平和・繁栄の実現に向けて、日米を基軸
として、軍事的冒険に突き進む中国に対する抑止を図るとともに、中国や
北朝鮮の民主化・自由化を促すための外交を展開します。

憲法改正

001  国民の生命・安全・財産を守るために憲法９条を改正し、防衛
軍を組織します。

002  憲法改正までの間は、前文にうたわれた「平和を愛する諸国民」
とは言い難い中国、北朝鮮に対しては憲法解釈の変更により 
９条の適用対象外とし、有事への備えを万全にします。

国家安全保障体制の整備

003  国家安全保障に関する基本理念や基本方針などを定めた法律を
制定します。
■領海・領空侵犯対処能力を強化するため、武器の使用基準を緩和するなど平時
の自衛権の行使を容認します。■防衛法制を見直し、自衛隊の行動・権限規定を
ポジティブリストから国際標準であるネガティブリストに改めます。■防衛施設周
辺などの安全保障上重要な土地の取得を規制します。■「スパイ防止法」を制定し
ます。

004  大規模災害や有事への対処を定めた緊急事態法を制定します。

防衛力の再構築

005  日本の防衛力を再構築し、東アジアにおける米軍の作戦と 
一体化させて、中国の軍事拡張を押しとどめます。
■東アジアの国々やインド、オーストラリアなどと連携して、中国の海洋進出を阻
止します。■国土全域にわたる対ミサイル防衛 (MD)、対ゲリラコマンド防衛など
の再構築を行います。対ミサイル防衛を維持しつつ、日米共同でレーザー、マイ
クロウエーブ、レールガンなどの兵器開発に速やかに着手し、早期に装備化します。
■さらなる防衛力の強化のため、原子力潜水艦や小型巡航ミサイル艦、対艦弾道
ミサイル、国産ステルス戦闘機などを開発し、装備化します。■中国の「太平洋
を二分」するという将来の覇権の確立を阻止するため、米国の軍事力の補完として、
本格的空母などの保有について検討します。

有事の際の対処能力強化

006  国土防衛の強靭化を図ります。あらゆる災害に対し、迅速かつ
柔軟に対応し、活動を継続する基盤を構築します。
■南西諸島の拠点化を推進します。■有事のみならず大災害などにも極めて重要
な、官民一体となった海上・航空・陸上の統合輸送体制を構築します。■全国に
国民を守るシェルターや地下の避難施設などを構築します（平時は備蓄や民生に利
用）。■平時から自衛隊及び米軍作戦機による民間飛行場などの使用を可能とす
るとともに、弾薬、燃料などの分散備蓄を行います。

123の政策
日本を変える ！
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123
米国による核抑止力の強化

007  非核三原則を見直し、米国による核の持ち込みを可能とします。
■日米間の各レベル協議を推進し、具体的な核抑止の方法や使用基準などを日米
作戦計画へ反映させます。

自衛隊の宇宙対応能力の強化

008  自衛隊の宇宙対応能力を抜本的に強化するため、専門部隊を早
期に創設するとともに、早期警戒衛星の導入などを進めます。

サイバー攻撃、テロリズムへの対処

009  サイバー攻撃、テロリズムなどに一元的に対処する危機管理庁
を設立し、危機管理体制の強化を図ります。
■サイバー空間防衛に取り組みます。事案によっては自衛権を発動し、サイバー
攻撃による反撃を可能とします。■原子力発電所などの重要施設や、鉄道・空港
などの重要な交通インフラへの警護体制を強化します。■NBC（核・生物・化学）
テロ防御の充実やSAT（特殊急襲部隊）拡充などを図ります。

日米同盟の強化、国際的な防衛協力体制の構築

010  日米同盟を強化し、アジア太平洋地域の平和と繁栄に貢献し
ます。
■米軍普天間基地の辺野古への移設を日米合意通りに進めます。■安保関連法
により抑止力が強化されたことに伴い、世界標準的な集団的自衛権の全面的な行
使を可能とする法整備などを進めます。■日米同盟を基軸としつつ、国際的な防
衛協力体制を構築します。

011  外交・安全保障の問題が、地方自治体の意向や選挙結果に左右
されることを防ぐため、地方自治体の許認可権限を見直し、国
の専権事項であることを制度上、明確化します。

朝鮮有事への対応

012  朝鮮半島有事などの際の邦人救出を可能とする法整備を行うとと
もに、邦人保護プログラムを策定します。また、難民への対応
を早急に検討します。

敵基地攻撃能力の保有、核装備

013  北朝鮮の核ミサイルに対処するための法を制定し、巡航ミサイ
ル、航空機による敵基地攻撃能力を保有します。

014  核抑止力として速やかに極超音速滑空ミサイルなどの日米共同
開発に着手するとともに、自衛のための核装備を進めます。

グレーゾーン対処

015  領域警備法を制定します。国家主権に対する侵害を排除するた
めの必要な武器使用を認め、海上保安庁、警察に領域警備の任
務を付与します。

016  離島に漁船避難所の建設などを進めるとともに、有人島の警察
官の人数や装備の見直しを行い、実効支配を強化します。

017  海上保安庁の予算や人員、装備の拡充強化を図ります。
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防衛費の倍増

018  中国・北朝鮮の脅威の増大、米国の作戦思想の変革を受け、自
主的な防衛体制を再構築するため、防衛費を現状の2倍以上に
引き上げ、10年以上はこの体制を維持します。
■防衛任務の遂行に必要な人員、装備、弾薬などを確保するとともに、新たな兵
器を早急に開発・装備化します。■財源として「国防債」も発行します。

防衛産業投資

019  防衛装備移転三原則に基づき、防衛装備の国際共同開発を進
めるとともに、防衛技術への投資を積極的に実施し、日本の防
衛産業力を強化します。また、防衛技術の民間転用促進により、
防衛産業からスピンアウトしたハイテク・ベンチャー企業を生み
出し、産業競争力の強化、経済活性化にもつなげます。

戦略的な外交の推進

020  日米同盟を基軸としつつ、対中抑止に向けて、インドや台湾、
オーストラリア、モンゴル、東南アジア諸国、島嶼国などと、
経済・安保両面で連携強化を図ります。
■インドとの外交面・軍事面の協力を推進し、日印同盟の締結を実現します。 
■日台関係に関する基本法を制定し、台湾との関係を強化します。日台 FTAを
締結して経済関係を強化するとともに、台湾のTPP への参加も支援します。また、
台湾への武器供与を行うなど、安全保障面での関係も強化します。台湾を独立国
家として承認・国交回復を目指します。

021  ロシアとの関係を強化します。
■平和条約の締結を目指すとともに、ロシアとの協商関係の構築を図ります。ロ
シア極東地域への投資を活発化させ、北方領土の返還を実現します。■ウクライ
ナ問題を契機とするロシアの孤立化が中ロ接近を招かないよう、日本としてロシア
と米欧との橋渡しを行う外交を展開します。■安全保障分野でのロシアとの関係
強化を図ります。

022  中国の人権状況を調査して、国際社会に中国の横暴による自由
の危機を訴えるとともに、中国の民主化を促します。香港の民
主化勢力を支援すべく、国際世論の形成に尽力します。

023  北朝鮮による拉致問題の早期解決に全力を尽くします。

024  北朝鮮崩壊による北東アジア情勢の不安定化を防止するために、
日米韓による朝鮮半島の平和的な統一プログラムを策定します。
南北統一による非核化、反日的な政治姿勢の是正などを確認し
た上で、北朝鮮の体制移行をスムーズに進めるための支援を実
施します。

025  ドイツなどと連携し、国連安保理常任理事国入りを目指します。
国際社会の平和と安全を脅かす中国については、常任理事国か
らの追放を提起します。

026  「イスラム国」（IS）拡大の要因には、シリアやイラクでのスンニ派
に対する弾圧が挙げられることから、スンニ派に対して自治権を
与えるよう国際社会に提起するなど、日本が調停役を果たします。

歴史認識の見直し

027  河野談話、村山談話、安倍談話を撤回するとともに、「大川談
話−私案−」に基づく公式談話を発出します。

028  慰安婦問題を巡る日韓合意を見直します。

029  大東亜戦争に関する公正な歴史認識の共有に向けて、対外的な
情報発信力を抜本的に強化し、国際社会における世論形成を図
ります。
■海外での反日的な施設開設や慰安婦像設置などに対し、徹底した抗議を行うと
ともに、在外公館による監視を強化します。■中国による南京事件に関する資料
の国連教育科学文化機関（ユネスコ）記憶遺産登録の撤回、慰安婦問題に関する
資料の登録阻止に向けて力を尽くします。ユネスコに対しては、記憶遺産の審議・
登録プロセスの透明化などの改革を求めます。
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123Ⅱ 経済成長
消費税の増税中止・減税で景気を回復
 安倍政権が10％への消費増税の再延期を表明しました。しかし、増税
を延期したところで、景気への大きな効果は見込めません。消費増税を
中止するとともに、税率を５％に引き下げるべきです。日本経済の未来を開
くには、高い経済成長に向けた、実効ある政策遂行が急務です。幸福
実現党は、大胆な減税・規制緩和を基調とした政策実施により、本格的
な景気回復を実現します。実質３％・名目５％以上の経済成長を実現する
ことで、自然増収による財政再建も図りつつ、2030年代の名目GDP1500
兆円達成を目指します。

徹底的な減税政策

030  税収中立にとらわれず、減税を先行することで経済活性化を促し、
税収の自然増を目指します。

031  消費税率10％への引き上げを中止するとともに、税率を5％に
引き下げます。将来的に消費税は廃止します。
■そもそも消費増税すべきではなく、増税に伴う軽減税率の導入は、財務省の権
限拡大や政官業の癒着を招くおそれがあるほか、事業者に事務負担の増大をもた
らすなど問題が多いため、反対します。なお、税金は安くあるべきであり、民主
主義の根幹となる「言論・出版の自由」を守るという趣旨から、増税が中止できな
い場合には、新聞と同様に、書籍など出版物にも軽減税率の適用を求めます。

032  日本の立地競争力を高めるために、法人税（実効税率）を20％
程度に引き下げます。また、中小企業に対する法人税の軽減税
率を引き下げます。なお、外形標準課税の拡大には反対します。

033  富裕層に対する課税強化を見直し、所得税の最高税率を速やか
に引き下げます。

034  相続税、贈与税を廃止します。

035  株の配当課税・譲渡益課税を廃止します。

036  「安い税金」の実現に向けて、低水準かつ簡素な税体系の整備を
進めます。将来的にはフラット・タックスを導入し、所得税、法
人税を一律10％程度の低税率とします。

マイナンバーの見直し

037  マイナンバー制度の導入は、情報漏洩の危険性があるほか、国
家による監視社会の構築や資産課税の強化など自由の抑圧につ
ながるため、廃止を含めた抜本的な見直しを行います。
■マイナンバーの適用範囲の拡大を中止するとともに、分野別番号への移行を進
めます。

成長による財政再建

038  性急な財政再建は経済規模の縮小をもたらし、債務残高の対
GDP比率を増加させることにつながりかねません。基礎的財政
収支（プライマリーバランス）の黒字化に関する財政健全化目標
の早期達成は見直し、名目５％超の成長の実現による自然増収
により、増税に依存しない財政再建を目指します。
■高い経済成長の達成と併せて、年金制度の抜本改革などによる歳出抑制も図
り、30年間で政府の借金解消を目指します。

金融政策

039  日銀に２～３％程度のインフレ目標の達成を求めるとともに、そ
れに向けた大胆な金融緩和の継続を支持します。同時に、財政
面からは、政府として国家ビジョンに立脚した公共投資などを実
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123施し、需要創出を図ります。なお、マイナス金利は長期的には
資本主義の精神を傷つけることから支持しません。
■インフレ目標達成に向けて日銀法改正を検討します。

040  銀行の自由な融資判断を阻害する金融庁は廃止します。また、
国際決済銀行（BIS）に対し、自己資本比率に関する基準の是正
を求めます。

規制緩和による自由の拡大

041  大胆な規制緩和により、国民生活への政府関与を大幅に縮小し、
民間の自由を拡大します。都市開発や医療、農業、保育、教育
など、あらゆる分野での経済活動の活性化を促します。
■都市空間の有効・高度利用に向けて、容積率や高さ制限、土地売買などの規
制を緩和します。高層都市開発特区を設け、職住接近を実現する高さ1000メー
トル級の多機能高層ビルを建設します。■アジアの金融センターとしての機能を
東京が取り戻すために、金融特区を設け、法人税などの減税や規制緩和を実施
します。■2020年開催の東京オリンピック・パラリンピックを日本経済復活の起
爆剤とするため、海外からの投資や観光客の呼び込みに向けて積極的に取り組み
ます。外国人が住みやすく、外国・外資系企業がビジネスをしやすい環境を整備し
ます。■携帯電話事業の競争環境整備により携帯料金の値下げを促します。■カ
ジノは、射幸心をあおり、自助努力の精神を損ないかねないばかりか、ギャンブル
依存症の増加や、マネーロンダリング（資金洗浄）の温床となりかねないなどの問
題があるため、合法化に反対します。

未来産業振興

042  高付加価値の未来産業（航空・宇宙産業、防衛産業、ロボット
産業、新エネルギー開発など）に対し、10年以内に100兆円を
投資し、振興を図ります。
■資金の調達方法としては、国債を発行するほか、官民ファンドの創設により民間
資金も活用します。

043  未来産業の創出に向けて産学連携を促進するとともに、世界を
リードする先端研究を実施する大学などへの支援を強化します。

インフラ整備

044  ヒトとモノの移動時間を縮める「交通革命」を起こすため、リニ
ア新幹線、新幹線、高速道路網、都市交通網、航空交通網の
整備に10年以内に100兆円を投資します。
■資金調達として、国債発行のほか、官民ファンドの創設により民間資金も活用し
ます。■2045年に予定されている東京ー大阪間のリニア新幹線開通計画を国家
プロジェクトとして大幅に前倒しするとともに、北海道から九州までのリニア敷設計
画を検討します。■海外の成長力を取り込み、わが国の持続的な成長を可能とす
るために、羽田空港のハブ空港機能の強化をはじめ、空港・港湾の機能強化に取
り組みます。

045  首都直下型地震や東海、東南海、南海トラフ巨大地震などに備
え、安心・安全世界一の「防災大国ニッポン」を築きます。
■高速道路や橋梁、港湾、上下水道など、インフラの老朽化対策を進めるととも
に、災害に強い交通網や電力網、通信網を整備します。■災害対策や景観美の向
上を図るため、主要都市における無電柱化を推進します。

エネルギー政策

046  安全保障と経済成長を支える強靭なエネルギー政策の確立に向
けて、“原発依存度低減”と“地球温暖化対策”を基調とする現
行のエネルギー政策を抜本的に見直します。

047  原子力エネルギーの利用を推進します。
■原発の安全性を高めた上で、原子力エネルギーの利用を推進します。安全性が
確認された原発は再稼働します。■原発を速やかに再稼働できるよう、原発再稼
働の障害となっている原子力規制委員会による規制のあり方、組織・権能について
抜本的な見直しを行います。■国の安全保障に深く関わる原子力政策に地方公共
団体の首長が介入することを防止するため、国の専権事項である原子力政策への
地方の関与のあり方を見直します。■原発40年運転規制を直ちに撤廃し、安全性
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123を高めて延命化を図ります。また、原発の新増設を進め、次世代原子炉など新技
術の研究・開発を推進します。■原子力事業者に無限責任を課す現行の原子力損
害賠償制度を見直し、万一の場合には国が責任を持って損害を補償するよう制度
を改めます。■原発から出た使用済み核燃料の全量再処理を進め、核燃料サイク
ルの確立を目指すとともに、高速増殖炉の実用化を進めます。■高レベル放射性
廃棄物の地層処分に向けた検討を進めるとともに、核物質を消滅する核変換技術
などの開発を推進します。■日本の優れた原子力技術を海外に積極的に輸出する
ことで、世界のエネルギー供給と原発の安全性向上に寄与するとともに、強力な
外交関係を築きます。

048  人為的な温室効果ガスの排出が地球の気温上昇の主な原因であ
るとする仮説には、大きな不確実性があることから、現行の地
球温暖化政策を抜本的に見直します。
■産業界への温室効果ガス排出規制は、日本の産業の国際競争力を低下させ、
規制の緩い国への産業の移転を招き、雇用や所得の減少をもたらすことから、規
制ではなく経済成長によりイノベーションを推進することによって、化石燃料依存
を低減します。■「地球温暖化対策のための税」を廃止します。■再生可能エネル
ギーの固定価格買取制度（FIT）は、莫大な国民負担をもたらす一方、不安定な電
源を増加させるためエネルギー安全保障に役立たず、温室効果ガス削減のコスト
が非常に高いことから、新規の受付を直ちに停止し、制度を速やかに廃止します。

049  電力小売全面自由化については、その影響を見極めつつ、当面
は現政権の方針を維持します。一方、発送電分離には多くの弊
害があり、エネルギー安全保障の障害となることから、現政権
の方針を見直し、電力会社の発電・送配電・小売の一体経営を
維持しつつ、経営の効率性を高めます。

050  エネルギー資源調達の多様化を図ります。
■ロシアとのエネルギー資源外交を積極的に展開し、一定量の原油・天然ガスを
ロシアから輸入し、シーレーンにおける不測の事態に備えます。■全世界に広く賦
存し、低コストで、シーレーンの影響を受けにくい石炭については、今後もエネル
ギー安全保障の観点から輸入を継続し、日本の技術による高効率石炭火力発電を
戦略的に推進します。

051  安定供給に資する新エネルギー（メタンハイドレートや次世代小
型原子炉など）の研究開発や実用化を促進します。

雇用

052  景気回復と新産業の創出、職業訓練の充実などによって、若者
や女性の就労機会を増やします。
■起業ファンドの創設を含め、若者によるベンチャー・ビジネスに対する支援を拡
充し、若手起業家の輩出を奨励します。■仕事と家庭を両立しやすい環境を整え
るとともに、子育て終了後の仕事復帰を支援します。

053  景気回復による雇用増加を前提に、雇用分野における規制緩和
を行い、労働市場の流動化を促します。

054  同一労働同一賃金の法制化には反対します。経済情勢に鑑み総
人件費の上昇が見込めないなか、現行の日本型雇用慣行の下、
同制度を導入すれば、かえって賃金水準の低下などをもたらし
かねません。経済成長を通して、非正規雇用の待遇改善を図り
ます。
■経済界への賃上げ要請や最低賃金の引き上げ、時間外労働規制の強化など、政
府による過度な民間への介入姿勢に反対します。民間の自由な経済活動を守ります。

中小企業支援

055  非上場株式に係る相続税・贈与税の廃止など、事業承継税制の
抜本的な見直しをはじめ、中小企業の活力発揮を促すための取
り組みを進めます。
■消費税率10％への引き上げを中止するとともに、税率を5％に引き下げます。
■中小企業に対する法人税の軽減税率を引き下げます。■外形標準課税の拡大
には反対します。■マイナンバー制度の廃止を含めた抜本的な見直しを行います。

地方の活性化

056  新たな産業創出を促すための環境整備を行うとともに、リニア新
幹線などによる交通革命を進めます。これにより地域間格差の
解消や地方活性化につなげます。
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123057  地方での起業や企業の地方移転を促すための税制優遇を検討し
ます。

東北復興

058  福島第一原発事故に伴う避難住民の帰還に向け、放射線量が
すでに低く、居住可能な区域に対しては避難指示を解除します。
その際、インフラ復旧を急ぐとともに生活支援策を講じます。

059  年間100ミリシーベルト以下の被ばくによる健康への影響は疫 
学的には認められていないため、長期的な除染目標である年間
１ミリシーベルトを大幅に緩和します。
■食品中の放射性物質の基準値を見直します。■風評被害の原因となり、被災地
への帰還の妨げともなっている放射線への過剰な恐怖心を取り去るべく、放射線
に関する正しい知識の普及に取り組みます。

060  「福島安全宣言」を発出します。

日本の影響力拡大

061  TPP（環太平洋経済連携協定）への参加を通じ、日本経済の成
長力を強化するとともに、途上国の生産物を購入することで他国
の経済成長を促し、アジア太平洋地域の繁栄確保に貢献します。
また、TPPにより日米主導の経済秩序を構築し、対中包囲網を
形成します。

062  アジア開発銀行（ADB）の利便性を向上させることで、中国主
導のアジアインフラ投資銀行（AIIB）による途上国への影響力拡
大を抑制します。また、新幹線、原発、高効率石炭火力発電所、
製鉄プラントなど国際的なインフラプロジェクトに対し、日本政
府のトップセールスによる権益確保に取り組みます。

063  国家戦略として、円の国際化を進め、基軸通貨化を目指します。

移民政策

064  移民受け入れに向けた制度設計を行います。
■総枠での受け入れ数を定めるとともに、国籍別の受け入れ枠を設けることで、特
定国への偏重や反日国からの移民を制限します。■国籍取得時には日本国への忠
誠を条件とするなど、日本国民としての自覚・誇りを持つよう促します。

電波オークションの導入

065  競争入札方式で落札した事業者に周波数を与える電波オーク
ションの導入により、電波利用の開放と効率性の向上を推進し
ます。

農林水産業の強化

066  農林水産業を魅力ある産業とするとともに、国際競争力を高め
ます。
■農業に個人や株式会社が自由に参入できるようにします。■生産調整（減反）廃
止と大規模化の推進により農業の生産性を高め、食料安全保障を強化するととも
に、国際競争力を向上させます。■植物工場や養殖工場などの最先端システムの
導入を促進し、生産性を飛躍的に向上させるとともに、新たな雇用の創出につな
げます。■山林の集約化を進めるとともに、伐採・再造林の仕組みの構築や人材
育成などを行うことにより、林業の成長産業化を図ります。■漁業衰退の要因であ
る乱獲に歯止めをかけるため、漁業者や漁船ごとに漁獲可能量を定める「個別割当
（IQ）方式」の導入を進めます。

067  農協改革を行います。
■農業活性化に向け、農協法を改め、農協間で競合できる環境を整えます。■全
国農業協同組合中央会（JA全中）の廃止を含め、中央会制度のあり方を抜本的に
見直します。■競争環境の整備に向けて、全国農業協同組合連合会（JA全農）の
株式会社化や、信用・共済事業の分離・株式会社化を進めます。
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123Ⅲ 教育改革
未来を開く人材を育成する
 教育による人づくりは国家の礎です。文部科学省の教育行政により、
わが国の学校現場には、学力低下や深刻化するいじめ、自虐史観による
教育など、さまざまな問題が広がっています。そこで、国家統制型の教育
を改め、教育の自由化を推進し、多様で質の高い教育を実現します。国
際競争力の強化に向けて、学力向上を図るとともに、道徳・宗教・歴史
教育を充実させ、子供たちの豊かな人間性と愛国心を育みます。また、
子供たちが安心して学校に通えるよう、いじめ対策を強化します。

教育の自由化・学校制度改革

068  土曜授業を復活させ、教育内容と授業時間をゆとり教育導入以
前の水準に戻します。子供たちの学力向上を可能とする公立学
校を実現し、塾通いを不要とすることで、家庭の教育費を軽減
します。

069  全国学力テストの実施および結果の全面的な公開を実現し、学
校間の競争を促します。

070  学校設立の自由化を進めます。塾を学校として認めるなど、多
様な教育を選べるようにします。

071  教育バウチャー制度の導入により、各家庭における教育の機会
均等を実現しつつ、競争による学校経営のサービス向上を促し
ます。

教員制度改革

072  教員免許を有しない知識・経験に優れた人材の教員登用を容易
にします。

073  教育現場から不適格教員を排除するため、指導力不足教員への
評価・判断基準の明確化などに取り組みます。

074  教員による違法な政治活動に罰則を設けます。また、選挙制度
の改革により選挙権を得た18歳以上の学生に対する特定のイデ
オロギー教育が行われないよう対策を進めます。

075  教員は「労働者」ではなく「聖職者」であるべきです。教員がその
誇りと資質を持てるよう、教員の価値を下げる教職員組合活動
のあり方に対して是正を求めるなど、万全の方策を講じます。

いじめ対策の強化

076  「いじめ防止対策推進法」を改正し、いじめを放置・隠ぺいする
などした教員や学校への罰則を設けます。

077  認知しづらいインターネット上のいじめについて、関係諸機関と
の連携強化により、徹底した防止活動を実施します。

宗教教育による徳育の充実

078  善悪の価値観や正義、自助努力の精神、愛や寛容の心などを教
える道徳教育、宗教教育を充実させ、神仏を敬う心や宗教的情
操を育みます。これにより、信仰を持つことが常識である国際社
会のなかで、相互理解を図る能力を養います。
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123079  「特別の教科 道徳」の意義ある実施に向け、宗教的情操教育も
含めた多様な価値観を具体的に学べるよう学習指導要領、教員
養成プログラムの充実を図ります。

歴史教育

080  日本人としての自然な愛国心を育む歴史教育を行います。
■歴史上の偉人に関する学びを深めるカリキュラムを創設し、志高い人材を育成
します。■全国の小中学校に二宮金次郎像を復活させ、子供たちに勤勉の精神、
日本発の資本主義の精神を教えます。■歴史認識や領土・主権など、国益に関す
るテーマについて正しい認識を養い、日本の立場を国際社会に対して説明できる
能力を培います。■式典における国歌斉唱や国旗掲揚を徹底します。

教科書検定制度の見直し

081  教科書検定制度の見直しを行います。業者と教員、教育委員会
の癒着を防止し、子供たちのためになる教科書を選定できる新
たな仕組みづくりを早急に検討します。

082  自虐史観を排した、正しい歴史認識に基づく教科書づくりを促す
ために、中国、韓国に配慮する「近隣諸国条項」を廃止します。

 英語教育

083  日本の国際化を促すとともに、世界に貢献する国際人材の育
成・輩出に向けて、英語教育を充実させます。

才能教育

084  学習の習熟度に応じて飛び級・飛び入学を認める制度を導入し、
早期にチャンスが得られる環境を構築します。

085  企業家教育、投資教育を充実させ、企業家精神やリスク管理な
どについて学べるようにします。経済環境に対する理解を深める
ことで、日本と世界の発展に寄与する企業家を輩出する土壌を
つくります。

086  専門教育に分岐可能な幅の広い教育体系を構築し、中学までに
適性が見えてきている子供については、本人に合った職業教育
を受ける選択肢を用意します。

教育投資

087  未来への投資として、GDPに占める教育分野への公的支出割合
を引き上げます。

088  無利子奨学金など高等教育に関する奨学金制度を拡充します。
また、奨学金の原資となる寄付への税制優遇措置を拡大します。
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123Ⅳ 社会保障
すべての世代が輝く社会を目指して
 少子高齢化が急速に進む日本社会。低成長が続く一方で、肥大化す
る社会保障費は財政を圧迫しています。そこで、高齢者が75歳ぐらいま
で生きがいを持って働ける「生涯現役社会」を実現しつつ、社会保障制
度を抜本改革し、家族の支え合いを支援する制度設計を行います。

生涯現役社会

089  景気回復に伴う雇用増加を前提に、高齢者向けの仕事を増やし、
75歳ぐらいまで生きがいを持って働き続けられる「生涯現役社
会」を実現します。これにより、健康の維持・増進を図り、医
療・介護費の抑制につなげます。
■高齢者雇用を進める企業に対して、税制優遇などを図るとともに、高齢者による
起業を支援します。■高齢者が仕事で使いやすい事務機器や、肉体諸機能の衰え
をカバーする機器の開発を促進します。

090  地域社会や宗教的なネットワークを活用し、高齢者の暮らしをサ
ポートします。

家族の結びつきを強めるための制度改正

091  相続税、贈与税を廃止します。また、遺留分制度を廃止し、親
の老後の面倒を見る子供にメリットを与えます。

092  多世代同居・近居世帯に対する減税措置を実施します。

安心して子供を産み育てられる社会構築

093  住宅、教育、交通、保育所などの社会インフラを充実させ、平
均3人の子供を持てるようサポートします。
■建築規制を緩和し、広くて安い住宅の供給を促進します。■公立学校の再生な
どによって学校教育の質を高め、家庭の教育費を軽減します。■交通革命による
通勤圏の拡大に取り組みます。■保育所の設置基準の見直しなど保育分野の規制
緩和を推進し、待機児童の解消を図るとともに、利用者ニーズに合わせたサービ
スを選択できる環境を整えます。■事業所内託児施設の設置や、託児施設と老人
福祉施設の一体化施設の設置をさらなる税制優遇で後押しします。■ベビーシッ
ターや家政婦などを雇いやすくするため税制上の支援を行うほか、ロボット開発を
推進し、家事や介護の負担を軽減します。■３人以上の子供を持つ家庭に対して
は、税制優遇などを検討します。■子供を３人以上育てた女性が生活苦に陥ったり、
晩年に不遇に見舞われたら、政府が生活を支援します。

094  出産を希望する人が、経済的負担を理由に諦めなくてもよい社
会を目指し、不妊治療や不育症に対する支援を拡充します。

095  出産・育児に関する支援強化に向けて、出産育児一時金や第２
子以降の児童手当の拡充などを検討します。

096  里親や養子縁組制度を奨励し、子供が欲しい家庭、子供を育て
たい家庭をサポートします。

年金制度

097  高齢者雇用を増やすことを前提として、公的年金の支給開始年
齢を75歳に段階的に引き上げます。75歳定年制社会への移行
を目指します。

098  現行年金制度の維持が困難な場合には破綻処理を行います。こ
れまでに払い込まれた金額分に応じて、譲渡性を持たせた「年金
国債」の発行などを検討します。

099  若年世代については新たな積立型年金制度を検討します。
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123100  身寄りがない高齢者、老後資金の乏しい高齢者については、確
かなセーフティネットを整えます。

医療改革

101  医療分野にマネジメントや市場原理を取り入れ、税金の無駄使
いを排除するとともに、利用者のニーズに即したサービスを提
供できるようにします。
■病院経営への株式会社の参入や、医師・歯科医師以外でも医療法人の理事長
への就任を認めるなど、医療分野の規制緩和を進めます。■混合診療を解禁し、
高度な医療サービスを提供しやすい環境を整備します。■診療報酬および薬価な
ど、市場原理をゆがめる制度の自由化を推進します。低料金の病院や高付加価値
の病院など、多様な医療サービスを実現します。■医療費抑制を図るため、「自
分の健康は自分で守る」という健康維持や予防医療への意識の高揚を図るとともに、
市場原理を取り入れた適正な公的医療保険制度を構築します。

102  霊的人生観※に基づき、生命倫理（脳死臓器移植、延命治療の
是非）に関する啓発活動に取り組みます。
■再生医療の発展を促進し、脳死に依存しない移植環境を整備します。■終末期
はあの世に旅立つための準備期間と捉え、苦痛の期間を延命治療によって過度に
長引かせることなく、幸福に旅立つ権利を尊重します。
※ 人間の本質は、神仏によって創られた霊的存在であり、魂である。この世に生まれ、さまざまな経験を通じてつ
かんだ学びを持って、あの世に還る――その繰り返しのなかで、人間は魂の向上を目指しているという人生観のこと。

社会活動支援

103  障害を持つ人が幅広く社会参加できるよう支援し、社会に貢献
する生きがいと、税金を納められる喜びを感じられる国を目指し
ます。

104  生活保護制度を抜本的に見直します。

■受給者が得た収入を自立後の資金として貯蓄することを認めるなど、生活保護
受給者の自立を促すための制度を構築します。■就労支援を充実し、社会全体で
再チャレンジのムードを醸成します。■生活保護の不正受給防止のために、警察
などとの連携による厳格な対応を実施します。■生活保護への移行を防止するた
め、低所得者に対する支援策として、給付付き税額控除の導入を検討します。

105  貧困の連鎖を断つため、生活困窮家庭に対する教育支援などの
強化に取り組みます。

106  路上生活者などの社会復帰に向けて、各種業界団体などと協力
し、就労支援を行います。宗教団体やNPO法人などのバック
アップによって、挫折した人々の精神・生活の立て直しを図り
ます。

107  「霊的人生観」に基づき、自殺の誤りについて啓発するとともに、
経済成長により、経済苦を理由とする自殺を減少させます。

108  違法薬物、危険ドラッグの取り締まりを強化するとともに、依存
症から回復を図るための支援策を拡大します。

109  児童虐待などから子供を守るための取り組みを強化します。

すべての人が輝くために

110  年齢や性差によらず、すべての人が個性や能力に応じた自らの
使命を果たせるような社会をつくります。
■現政権の掲げる「2020年までに女性管理職比率30％」など、数量的・配分的
な手法ではなく、機会の平等を確保する環境整備を進めることで、女性の活躍を
後押しします。■性に関する多様な価値観に配慮し、LGBT（性的マイノリティー）
の人々が社会的な不利益を被ることがないよう努めます。
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123Ⅴ 宗教立国・国家ビジョン
日本を「自由の大国」に
 無神論、唯物論の広がりで、規範意識が揺らぐ戦後日本。東京裁判
史観が近隣国の増長を招き、国益も損なわれています。世界に目を転ず
れば、全体主義国家が国際秩序を揺るがしており、その横暴な振る舞い
を抑止することが大きな課題となっています。幸福実現党は日本を世界の
リーダー国へと新生させるために、政治のリーダーシップの確立はじめ、
大胆な改革に取り組みます。

宗教立国

111  国家運営の土台に、正しい世界観と人生観を教える宗教を置く
「宗教立国」を目指します。
■「信教の自由」を守り抜くとともに、現行憲法の「政教分離」規定は見直し
ます。■政府の財政難を理由に取り沙汰される「宗教への課税」は、課税当局など
公権力が宗教活動に介入することを禁じる「信教の自由」の侵害であるため反対し
ます。

112  宗教的寛容の精神を生かして、国際社会の平和と正義の実現に
向けた主体的な外交を展開します。
■寛容で多様な宗教観を生かしながら、宗教・宗派や国家間の対立を乗り越える
ための「真の国際的正義」を示し、特に「キリスト教圏」対「イスラム教圏」の戦いに
終止符を打つことができるよう外交的に橋渡しします。■人身売買などで国際機関
などから指摘を受けているわが国の状況を改善し、世界で最も高い人権意識を持
つ国としての地位を確立するとともに、人権弾圧が横行する無神論国家の体制を
改めさせる方向で外交を展開します。■宗教政党として、将来的には世界の核廃
絶を実現します。

政治的リーダーシップの確立

113  2009年6月に発表した「新・日本国憲法 試案」をベースとする
憲法改正を目指します。国のトップを国民が直接選ぶ大統領制
を導入し、行政の長としての強いリーダーシップを確立します。
■大統領を国家元首とします。国家防衛の責任を負うことを明確にし、万一の際、
天皇に政治責任、戦争責任が及ばないようにします。

皇室の尊重

114  皇室は天照大神の御子孫であるとの位置付けを明確にしつつ、
日本古来の宗教的・文化的存在として永続に努めます。

選挙制度・国会改革

115  衆議院の選挙制度については、死票が多いなど弊害のある小選
挙区制を廃止し、中選挙区制に改めます。

116  政治への新規参入の障壁となっている公職選挙法や政党助成法
などを見直し、競争条件の公平化を図ります。また、被選挙権
年齢の引き下げを検討します。

117  国会議員定数を削減します。

118  参議院の廃止により、国政における意思決定の迅速化を図り
ます。二院制を維持する場合は、参議院に「廃法府」としての機
能を持たせ、衆議院との機能分化を行うとともに、不要な法律
や規制の廃止を進めます。
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123
小さな政府・行政の効率化

119  行政機関について、組織・事務事業の抜本的な見直し、人員削
減などを通じたスリム化を図り、「小さな政府」を実現します。
■予算の単年度制を改めます。■時代適合性を欠いた法律を廃止するとともに、
許認可を大幅に減らします。これにより、国民の自由を拡大します。■審議会の
あり方について抜本的に見直し、政策決定過程における責任の明確化を図ります。
■政府資産の保有・管理情報を整理し、国民に公開します。その上で、高度経済
成長実現に向けたインフラ整備や未来産業育成のための財源を捻出するため、資
産売却や運営権設定などの民間開放の計画を策定します。■特別会計の見直しを
進めます。

120  公務員制度を改革します。
■公務員の給与・賞与を経済成長に連動させるなど、公務員給与のあり方を見直
します。政府部門に勤務するスタッフの経済成長への動機付けを強化し、政府部
門をコストセンターから経済成長の原動力に切り替えます。■公務員の一部を新
たな基幹産業分野に配置換えするほか、企業家精神のある公務員を募って、有用
な新規事業を起こさせます。また、公務員の兼業禁止規定を緩和して人材の多様
性を確保します。

121  国と地方のあるべき姿を実現します。
■道州制は国家としての外交・安全保障政策などの遂行に支障を及ぼしかねない
ほか、行政の組織・人員の肥大化を招き、コストの増大をもたらすおそれがある
ため、導入しません。■地方自治体の首長が国家の主権を侵す判断をした場合に
は、国会の議決で罷免できるようにします。地域の独立を問うような住民投票の実
施には反対します。■外交・安保やエネルギー政策など国の専権事項への地方関
与のあり方を見直します。■国と地方の役割分担を明確化した上で、地方の権限
のあり方を見直し、地方自治体による機動的な行政運営を可能とします。これによ
り生産性やサービスの向上を促します。

司法改革

122  裁判員制度は、国民に精神的・物理的な負担を強いるために廃
止し、司法判断における責任の明確化を図ります。

世界のリーダーとしての国家目標

123  政治や経済、文化など各分野で、世界を牽引し得る新たな日本
モデルをつくり、さらなる発展を目指します。
■国力を強化し、GDP世界一を目指します。■少子化対策と併せて移民政策
を進め、当面は人口1億5千万人を目標とし、将来的には３億人国家を目指し
ます。■経済的な鎖国状態を開放して国際化を進め、世界経済の牽引車として
の役割を果たします。海外の金融危機や通貨危機に際しては、経済大国としての
リーダーシップを発揮し、国力相応の支援を行います。■円の基軸通貨化を目指
します。■国家運営の長期的な理想モデルとして、無税国家を目指します。■農
漁業技術のイノベーションにより、安く大量に安全な食料をつくり、世界の飢餓を
救う努力をします。世界人口100億人時代を見据え、将来的な食料危機にも備え
ます。■ユーラシア大陸を一周するリニア鉄道を実現し、世界を結びます。■月
と火星の都市建設を日本の国家目標とします。資金調達のために宇宙事業債を発
行します。


